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　今年に入りディジタル家電の盛
況に引かれて日本の電気メーカの
半導体や液晶製品への設備投資意
欲が顕在化しており、ITバブル
崩壊後の’99～’00 の底を経て盛
り返し段階に入っている。実際、
半導体電子製品の売上高順位もル
ネサステクノロジー（日立‐三菱
統合会社）が、米国のインテル社、
韓国のサムスン電子社についで、
名目的にではあれ３位に浮上し
た。これらのメーカの重要な設備
投資の対象は、マスク上に描かれ
たLSI（大規模集積回路）のパタ
ーンを半導体ウエハ上に焼き付け
るための微細加工装置であり、こ
れは半導体や液晶デバイスの最先
端製品のスペックを決定する技術
ネックを掌握する戦略的製品であ
る。このため、半導体微細加工装
置の市場シェア獲得のグローバル
な競争が展開されており、今後も
この製品分野で日本が技術と市場
シェアの両方で優位を保ち続ける
ことは、半導体産業や技術のイニ
シャティブをとる戦略上極めて重
要である。
　そもそも、光学技術応用の製品
分野、すなわち、光ディスク、光
ファイバ通信部品、カメラ、顕微
鏡、内視鏡、レーザプリンタなど
では、日本の企業が技術、ビジネ
スいずれの面でも圧倒的優位に立
って世界をリードしてきた。この
事情は本報告で取り上げる光学技
術を駆使した半導体の微細加工装
置、すなわち、光露光装置におい
て最たるものであり、最も深く、
かつ先端的な光学技術を必要とす
る製品である。しかし、半導体の
露光装置については一時、欧州の
メーカにトップシェアを奪われた
経緯もあり１）今後の動向に楽観は
許されない。
　本報告では、益々競争の激化す
る半導体微細加工装置産業におい
て、今後も日本の企業がそのお家
芸である露光装置開発での国際競
争力を発揮し続けるための手段の
一つとしての産学連携が重要であ
ることを示し、これが日本で本格
的に実を上げて行くためにどのよ
うな方策がとられるべきかを検討
する。
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1．緒　言
２‐１
半導体デバイス・ロードマップ
　最近の半導体LSI分野では、情
報通信機器の根幹をなすパソコン
のコア部品であるMPU（Micro 
Processor Unit）やメモリ部品で
あ る DRAM（Dynamic Random 
Access Memory）、あるいは、モ
バイル機器やディジタル家電用の
SoC（System on Chip）について
相変わらず盛んな開発競争が続い
ている。これらの半導体LSI は、
集積度の向上を目標として進化
して来た。すなわち、DRAMの
場合のハーフピッチ、あるいは、
MPUの場合のゲート長と呼ばれ
る微細パターンの加工精度のあく
なき追求である。
　図表１は、集積度向上の基本ト
レンドを示すロードマップ２）である。
このロードマップは、米国のイン
テル社をはじめとする世界の主だ
った電気メーカーが参加して取り
決めており、ITRS（International 
Te chno l o gy  Roadmap  f o r  
Semiconductor）と呼ばれている。
最小線幅は、当初、ミクロンオー
ダであったが時代を追って微細化
の一途をたどり、DRAMについ
ては、現在 90nmノード（節目）
での量産体制に向かおうとしてい
る。この線幅に対応するDRAM
のメモリ容量は４ギガビットであ
る。そして、15 年後には、線幅
18nm、メモリ容量 128 ギガビッ
トという驚異的な目標が立てられ
ている。
２‐２
リソグラフィ・ソリューション
　このような ITRSロードマップ
におけるLSI の微細パターンは、
2．半導体デバイス・ロードマップとリソグラフィ・ソリューション
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リソグラフィ技術を駆使した微細
加工装置によって作成され、各ノ
ードにおけるリソグラフィ・ソリ
ューションと呼ばれている３～５）。
これらの装置は、紫外線や電子線
を光源としており、図表２に示す
ように大きく分けて２種類ある。
以下これらについて概要を述べる。
　第一は、紫外線を発するArF（ア
ルゴンフロライド）やF2（フッ
素ガス）レーザを光源とした光学
的方法であり、いわゆるステッパ
ー、あるいは、最近はスキャナー
と呼ばれている。この方式は、図
表３に示すように、光の空間的な
並列処理機能、すなわち、マスク
パターン上のすべての点を同時に
ウエハ上に焼き付けるという極め
て有益なメリットをもっている。
そのためスループットが高く量産
が可能で最も実績があり普及して
いる。光源の波長が世代を追って
短くなる理由は、次式で与えられ
る露光装置のレンズ光学系の解像
度、いわゆるアッベの式（レーレ
ーの式とも呼ばれる）によって線
幅が決まるからである。
線幅：δ= k・λ / NA
（λ：波長、NA：レンズ開口数、
k：Engineering factor）……①
　 こ こ に、NA は、Numerical 
Aperture（開口数）の略であり、
ウエハから見たレンズ開口の見込
み角の半分をθ（図表３）とした
時、NA＝ n・sinθで与えられる。
　ここで、本年２月米国のシリコ
ンバレー（Santa Clara）で開催さ
れ た Microlithography2004 ６） に
於いて本命技術としての位置づ
けが確認され、ブレークスルーと
なった液浸技術を説明する。この
技術は、既に量産に使用されてい
る上記ArFレーザを光源とする
露光装置の延命をはかる技術で
あり、対物レンズの先端とウエハ
の間の空間を純水で浸し、実効的
なNAを純水の屈折率 1.4 分だけ
向上する技術である。式①を見れ
ば解像度が上がることは一目瞭然
である。また、焦点深度も向上す
るため、装置の機械的な位置制御
の精度が緩和されることも大きな
メリットである。液浸レンズはオ
イルを用いた超高解像の顕微鏡と
して古くから知られているが、量
産用露光装置への適用は初めてで
　図表２　リソグラフィ・ソリューション
年度 2004 2007 2010 2012 2015 2018
ITRS
Node
130nm 90nm 65nm 45nm 32nm 22nm 18nm
光学式
電子線
方式
KrF（248nm）
ArF（193nm） 液浸ArF＋ RET
F2（157nm） 液浸F2 ＋ RET
EUV（極紫外 13.5nm）
EPL（電子線投影露光装置）
LEEPL
　図表３　光学式露光装置の模式図
　図表１　半導体デバイスロードマップ（単位は nm）
ITRS　ホーム・ページの表をもとに政策研で作成
デバイス／年度 2004 2007 2010 2012 2015 2018
DRAM ４Gb 8Gb 16Gb 32Gb 64Gb 128Gb
ハーフピッチ 90 65 45 32 22 18
コンタクトホール 110 80 55 45 35 25
合わせ精度 32 23 18 14 10 7.2
線幅バラツキ（３ｓ） 11 8 5.5 4.3 3.1 2.2
MPU
ハーフピッチ 107 76 54 42 30 21
ゲート長 53 35 25 20 15 10
コンタクトホール 122 80 59 46 33 23
線幅バラツキ（３ｓ） 3.3 2.2 1.6 1.3 0.9 0.6
SoC
ASIC/LPゲート 75 45 32 27 19 13
コンタクトホール 122 80 59 46 33 23
線幅バラツキ（３ｓ） 4.7 2.9 2 1.7 1.3 0.8
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あり、解像度 60nmが部分実験で
実証され、マスクパターンが単純
な繰返し形状であれば 45nmから
32nmまで加工できる可能性を持
っている。
　第二が、さらに波長の短い電
子線をビーム源とする露光装置で
ある。その代表的な装置が、EPL 
（Electron Projection Lithography）
である。これは、電子ビーム（波
長 0.1nm以下）をマスクパター
ンに当て、ウエハ上にマスクパタ
ーンの像を縮小投影して露光する
技術である。この装置は同時に露
光できる面積が狭いため、光学式
に比べてスループットが不利であ
り、いわゆる量産機として採用さ
れた実績はない。しかし、解像度、
焦点深度いずれも光学式よりも有
利なため、光学式では加工が困難
なコンタクトホールなどの孤立パ
ターンの露光用として併用される
可能性を持っている。また、特殊
仕様向けのLSIの微細加工に向か
うという見方もある。
　一方、マスクをウエハに近接
し、電子ビームでそのまま転写す
る LEEPL（Low-energy electron-
beam proximity -project ion 
lithography）も提案されている。
現在65nmの解像度が実験的に確
認されており、45nmへ向けての開
発が行われている。EPLに比べて
装置が比較的安価でありスループ
ットも高い点有利であるが、マス
クが等倍であるためマスク自体の
生産が高価となるなど課題も多い。
　以上、電子線を用いた露光装置
は光学式が限界に達した場合に取
ってかわるべき装置として従来か
ら開発されてきた。しかし量産に
必要なスループットが光学式ほど
向上していないため、現在は主と
してリソグラフィの研究用や原版
となるマスクの微細加工装置とし
ての役割を担っている。
２‐３
次々世代：
EUV／F2リソグラフィー
　これまで述べてきたように液浸
ブレークスルーにより、ITRS上
で 45nm ノードは確実、ひいて
は、32nmノードまでの見通しが
ついたが、その先はどうなるので
あろうか？　この問いに答えよう
としているのが、次々世代リソグ
ラフィと言うべきEUV（Extreme 
Ultra Violet）露光技術とF2 リソ
グラフィ技術である。
　EUV技術は、元NTTに在籍し
現在は兵庫県立大学に所属する木
下教授の発案であり、日本発の誇
るべき技術の１つである。これは、
例えば高真空中でノズルから噴出
する水に超高出力レーザ光を照射
して生じる高温プラズマから発生
する、波長 13.5nmの極紫外光を
用いたリソグラフィ技術である。
この分野でも、日欧米の競争は激
化している。特に、EUV光を透
過するガラス材料がないため、反
射ミラーが使用される。そのた
め、従来の光露光装置とは、技
術的な連続性が相当部分失われる
ことになる。したがって予算的に
もEUV露光装置の開発には、基
盤技術、計測技術、および、実用
化技術を含めて開発費 430億円が
必要と推定されている。この額は
ArFリソグラフィの150億円、F2
リソグラフィの200億円を大きく
上回り、１社負担は無理である。
　従って、このようなEUV技術
は、欧米では、欧州のMEDEA＋７）
（Microelectronics Development 
for European Applications +）、
米 国 の EUV LLC ８）（Limited 
L iab i l i ty  Company）、VNL
（Virtual National Lab./ Lawrence 
Berkeley, Lawrence Livermore, 
Sandia）、 お よび、I S M T ９）
（International SEMsATEC）にお
いて、豊富な資金をバックに産学
官連携で推進されている。この背
景から日本では経済産業省の担当
で、NEDOの支援を受けて 2002
年６月～ 2005 年３月の期間で
「技術研究組合 極紫外線露光シス
テム応用技術開発機構；EUVA 
（Extreme Ultra Violet lithography 
Association）10）」が産学官連携コ
ンソーシアムとして走っており、
国際競争の中で装置コスト削減を
含む将来技術の開発が進められて
いる。これらの背景から、2003年
秋にインテル社は、32nm以降の
リソグラフィはEUV露光に集中
しF2 リソグラフィはスキップす
ると宣言した。しかし、EUV露
光は、実績の乏しいミラー光学系
やEUV光源の新開発が必要であ
り、膨大なコストも含めて多くの
難題をかかえている。
　一方、F2 リソグラフィ装置は、
レンズ材料としてCaF2（カルシ
ウムフロライド）の大型結晶育成
の量産化技術などいくつかの課題
を残している。しかし、露光方式
としては豊富な実績を持つ光学式
の延長にあるためEUVよりも有
利に展開される可能性もある。現
に、2003 年４月ASML社は、欧
州 の IMEC11）（InterUniversities 
MicroElectronic Center） に価格
が 120 億円以上のF2 露光装置の
試験機を納入しており、量産化の
ための技術課題の先取りを行って
いる。ASML社の光学系は、世界
の光学技術の老舗であるツァイス
社（Zeiss ／独）が受け持っている。
これらに対し、日本のF2 リソグ
ラフィ技術は、Selete12）の「あす
かプロジェクト」の中で 2006 年
３月末完了を目指して進められて
いる。その先の戦略としてF2 で
行くか、EUVで行くかの選択に
は、技術だけでなく開発期間と膨
大な投資額などが複雑にからむた
め、相当高度な判断力が要求され
る状況である。
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　半導体デバイス製品そのものの
世界市場シェアでは、日本企業が
トップの座を奪われて 10年にな
ろうとしている。しかし、今年に
入りディジタル家電やモバイル機
器の盛況や企業再編の効果もあっ
て、ルネサステクノロジー（日立
‐三菱統合会社）の売上高順位が、
米国のインテル社、韓国のサムス
ン電子社についで名目的にではあ
れ３位に浮上した。これに伴い、日
本の電気メーカの半導体や液晶製
品への設備投資意欲が顕在化して
おり、日本のメーカにとって半導体
微細加工装置の国際競争力を盛り
返すチャンスが訪れようとしてい
る。そこで、本報告の主題である
半導体微細加工装置の市場シェア
と日本企業の国際競争力を調べる。
　図表４は、最近の半導体露光装
置の世界シェアである。市場は、
世界に冠たる日本の光学メーカー
であるニコン、キヤノン、そして、
光学技術の伝統を持つツァイス
社の光学系を搭載したASML社
（Philips 系列／オランダ）の三社
に寡占化されている。図表４中秬
は台数ベース、秡は売り上げベー
スである。台数ではニコンがトッ
プである。ところが、売り上げで
は、ASML社がトップである。こ
れまで、半導体製造装置の分野で
は、日本のメーカは、技術・ビジ
ネス両面で世界を圧倒的にリード
して来た。しかし、ビジネス面で
は最近顧客サービスを重視し、使
い勝手を改善した製品を市場へ投
入した欧州のASML社に追い越
される局面もあり苦慮している。
値段が高いのに顧客はASML社
製を選ぶのである１）。日本企業が
今後も国際競争力を保持し向上し
て行く上で、使い勝手やメンテナ
ンスを重視した「顧客サービス」
の一層の改善が期待される。
　一方、アメリカにおいては、従来、
コダック社やパーキン・エルマー
社のような光学メーカがカメラや
計測機器をはじめとする光学機器
の分野で健闘していたが、現在は
競争力を失っている。光露光装置に
おいても一時、SVGL社が活躍して
いたが、数年前にASML社に買収
された。このように、アメリカの
リソグラフィ装置産業には活力が
なくなってきている。にもかかわ
らず、後述の液浸技術ブレークス
ルーに見られるようにアメリカの
大学の研究開発力の方は相変わら
ず活力に溢れており、現場の最先
端の技術課題に敏感に反応してい
る。なぜこうなるのであろうか？
3．世界市場シェアと日本企業の国際競争力の現状
　図表４　2003 年度の光露光装置世界シェア
譁プレスジャーナル社のデータをもとに政策研で作成
4．日本企業の技術優位性と米国の大学の活躍
　以上で、半導体微細加工のロ
ードマップと対応するリソグラフ
ィ・ソリューションを技術的に解
説し、半導体のデバイスと微細加
工装置の世界シェアをレビューし
た。次に、このような状況の中で
本報告の中で特に吟味されるべき
２つの象徴的な事例を取り上げ、
半導体産業における日本の国際競
争力についての分析を試みる。そ
の１つは、特に日本の企業がこれ
まで光学メーカと電機メーカの
産々連携によって基礎的な段階か
ら実用まで強みを発揮してきた超
解像技術であり、もう１つは数年
前から液浸技術ブレークスルーの
きっかけをつくったアメリカの大
学の活躍ぶりである。
４‐１
超解像技術における
日本企業の産々連携
　第２章の式①によれば、光源
の波長とレンズの開口数が同じで
あっても、k-factor を小さくする
ことにより、半導体の微細加工
の最小線幅をより細くすること
ができる。これに対応する技術
がRET（Resolution Enhancement 
Technology）であり、その代表的
なものが、図表５に示した位相シ
フト法である。これは、マスクパ
ターンの隣同士の位相を 180度シ
フトさせ、電場の強度分布を二分
することでリソグラフィの解像度
を約２倍向上する技術である。こ
の基本アイデアは 1980 年に当時
ニコンに在籍し、現在は東京工芸
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大学に所属する渋谷真人教授が発
明し、ニコンから特許申請 13）さ
れた。その後、IBM社において
M. D. Levenson氏が独立にその効
果を実験的に証明し、さらに、日
立製作所の岡崎信次博士らのグル
ープが実用化への道を開いた。
　図表６は縦軸に位相シフトマス
クに関連する特許の数を示してお
り、日本の企業がこの技術分野で
圧倒的にリードした事実を読み取
ることができる。この事実は、リ
ソグラフィー技術分野の権威の
一人である Mentor Graphics の
Frank Schellenberg 氏が、前述の
国際会議、Microlithography2004
に て、“Resolution Enhancement 
Technology: The Past, the Present, 
and Extensions”14）と題する基調
講演でレビューしたものである。
位相シフト法は、繰り返しパター
ンへの適用に限られ、コンタクト
ホールなどの孤立パターンへの適
用は困難であるが、光源の波長は
問わないので、KrF、ArF、F2 い
ずれの露光装置にも適用できる汎
用技術である。
　すなわち、光リソグラフィの
１つのブレークスルーとなった超
解像技術は、日本の企業が世界に
先立って生みだし、アメリカの企
業が育て、日本の企業が実用化し
て世界を圧倒的にリードしてきた
実例であるといえる。つまり、日
本の企業の技術がこれまで単に
量産技術や歩留まり向上に寄与
していただけではなく、かなり基
礎的な技術課題の解決策をも生み
出していたことを我々は認知すべ
きである。因みに、この国際会
議 Microlithography2004 に お い
て、今回から、位相差顕微鏡で
ノーベル賞を受賞したオランダの 
Zernike（ゼルニケ）の名を冠し
たAwardが新設された。今回は、
次節で述べる液浸技術を推進した
B. J. Lin 氏が受賞したが、今後、
RET技術に関する実績が受賞の
対象となる可能性が高い。
４‐２
液浸ブレークスルーと
MITの技術センス
　以上のように、超解像技術を端
的な例として、光リソグラフィ技
術においては、全般的に日本の技
術陣がリーダシップを取り続けて
きた。しかし、第２章で述べたよ
うに次世代リソグラフィ・ソリュー
ションについては技術選択肢３～５）
が多く、本命技術がこれらのうち
どれになるか混沌としていた。そ
して、露光装置の開発メーカは、
国の内外を問わず本命技術を絞り
きれず開発投資額が膨大なものと
なり今後回収できるかどうか危惧
されていた。
　このような状況下で、本年
２月に米国のシリコンバレー
（Santa Clara） で 開 催 さ れ た
Microlithography2004６）に於いて
65nm以降のブレークスルー技術
としてArFの液浸技術の実用化
に関しニコン、ASML社、および、
キヤノンから競って発表され各社
とも本命技術としての見通しが立
ったと述べた。そして、年内、あ
るいは、来年はじめの製品化に向
けて技術開発競争はもとより、ト
ップシェア争奪の受注競争が始ま
っている。このため、リソースの
選択と集中、すなわち、他のリソ
グラフィ技術の選択肢に携わって
いた技術者の液浸式ArFステッ
パ装置開発へのシフトが行われて
いる。
　そこで、この注目すべきブレ
ークスルー技術が本命技術とし
て表舞台に立つに至った経緯を
調べる。この液浸技術は、前述
のアッベの解像度の式①で明らか
なように光学顕微鏡の解像度を上
げる技術として教科書に掲載され
ているほど良く知られた技術であ
る。実際、今回発表のような液体
循環式リソグラフィとしての発明
は、遡れば 80年代のはじめに出
　図表５　位相シフト法の原理
マスクパターンの隣同士の位相を180度シフ
トし、解像度を約２倍向上
　図表６　 RET（Resolution Enhancement Technology）技術の
 筆頭にあげられる位相シフトマスク関連特許数の推移
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F. Schellenberg氏のMicrolithography2004における発表資料より
26
科学技術動向　2004 年５月号 半導体微細加工装置技術の最新動向　̶開発研究における日本の産学連携への提言̶
27Science & Technology Trends   May  2004
特集2
願された日立製作所の高梨明紘氏
らの特許 15）がある。しかし、技
術の選択肢として前述の位相シフ
トマスクなどのRET（Resolution 
Enhancement Technology） 技 術
開発の方が優先度が高かった。そ
のため液浸技術は長らくお蔵入り
であった。しかし、最近では、そ
のRET技術も出尽くしている感
があった。
　このような背景で 2001 年、
MIT の Lincoln Laboratory の M. 
Rothschild 氏らが、波長 157nm
の F2 レーザを用いた液浸リソグ
ラフィ実験をタイミング良く発
表 16）した。その後、IBM社から
台湾のメーカTSMC社に移った
B. J. Lin 氏らが理論的検討を進め
て 45nmノードまで実用可能であ
るという見通しを立て、実用化
を強く主張した。そして、ニコ
ンの大和壮一博士らが 2003 年の
Microlithography 学会にて液浸の
ハンドリング技術であるローカル
フィルというアイデアを発表し量
産機への適用が可能であることを
示した。これにはずみがついて、
ASML社やキヤノンも液浸のシ
ミュレーションや実用実験をさら
に押し進め、年内、あるいは、来
年早々の出荷を目指して３社によ
る熾烈な製品化競争が展開される
に至った。以上の経緯を見ると、
MITの技術陣が当初どこまで先
行きを見通していたかは不明であ
るが、少なくとも光リソグラフィ
の現場の最先端の技術課題に敏感
に反応し、今回の液浸技術ブレー
クスルーのきっかけを作ったこと
は確かである。
5．日本の産学連携の問題点と今後の進め方
５‐１
日本の産学連携の問題点
　今回のリソグラフィ・ソリュ
ーションのブレークスルーとな
った液浸技術は、前述のように
MIT（Massachusetts Institute of 
Technology）、Lincoln Laboratory
の Prof. Rothschild らによってき
っかけが作られた。この研究室は、
DARPAのファンド（No. F19628-
00-C-0002）を受けて光リソグラフ
ィの極限追求をテーマとしてお
り、以前からF2（157nm）レーザ
を用いた露光実験などを通じて技
術開発の最前線の一環を担ってい
た。すなわち、企業の現場が行っ
ている実験と同じレベルの実験を
しており、最先端の技術課題を掌
握していた。従って、今回のブレ
ークスルーのきっかけを作ったの
は必然であったということもでき
る。この例にみられるようにアメ
リカの大学は、日本の大学 17）よ
りも企業の現場の最先端の技術
課題に敏感に反応する。だからこ
そ大学からブレークスルーが出る
し、ビジネスに根ざした本格的な
ベンチャーが育つ確率が高い。
　本論文は、今回のMITの例で
みられるような大学の生産技術
部門が担っている応用研究の進
め方について議論しており、例
えば素粒子研究のような純粋な
研究部門のことを対象にしてい
るわけではない。ところが、日
本の大学では、応用研究部門の領
域であっても、将来への布石とし
ての基礎研究と称されるテーマが
多く、それが大義名分のようにな
っている。そしてさらに、基礎研
究といっても実体はどちらかとい
うと技術の本流からはずれたとこ
ろで研究テーマを設定してしまう
傾向がある。論文数を稼ぐ目的
に沿うかもしれないが、論文発
表だけで終わってしまうケース
が多くみられる。たとえば、今回
の Microlithography2004 ６）のよ
うな、技術の本流を議論する場
において、アメリカの大学から
の発表件数が 25件であったのに
対し、日本の大学からの発表は
数件であった。しかも、今回の
Microlithography2004６）でのMIT
や Rochester 大学の例に見られる
ように、アメリカの大学から発表
されるデータの取り方やシミュレ
ーションの結果が、企業から発表
されるものに肉薄しており、技術
の本流への寄与に迫力が感じられ
た。これに比べ日本の大学からの
発表は、アイデアを概念や図面
で発表するにとどまり、データ
も写真程度である場合が多く見
受けられる。筆者がかつて携わ
った光ディスク分野の学会発表で
も、写真だけでなく例えば信号対
雑音比や効率のデータにまで踏み
込んだ形であれば、その技術の素
性がもっと明確になるのにという
隔靴掻痒の思いを何度か経験した
ことがある。
　このように日本の大学が技術の
本流に踏み込みにくくしている理
由は何であろうか？　１つには、
大学によっては研究設備が不足し
ているという要因がある。例えば、
上述の信号対雑音比や効率のデー
タをとるには、それなりの高価な
測定機器が必要であり、大学によ
っては、それらの機器を備え切れ
ないという場合もある。しかし、
本論文で強調したいのは、例えば
先端的なデバイス設計の方法や測
定方法のノウハウなどを含んだ技
術の本流にある最先端の技術情報
を大学がつかみ切れていないので
はないかという問題である。これ
は、大学が企業の現場から学ぶの
が最も手っ取り早いので、企業サ
イドから開示されると都合がよい。
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　ところが、そこには、企業機密
の問題が立ちはだかる。機密保持
は企業サイドとしては当然のこと
である。しかし、企業の自前主義
の限界が盛んに問われている昨今
にあって、企業側も機密保持や技
術情報の囲い込みに専念している
と技術が閉塞してしまう。そのた
めには、企業が情報を大学に開示
してもその権利が保証され、企業
が安心して大学と技術交流ができ
るような体制が土台になければな
らない。
　すなわち、法律に基づいたき
ちんとした機密保持に関する対
等の契約（NDA：Nondisclosure 
Agreement、 あ る い は、EA；
Exclusive Agreement）を大学と
企業の間で交わし、互いの技術
交流を経て双方がWin‐Win の
成果が得られるような姿に変革し
て行くべきである。ところが例え
ば、大学での研究には学生が携わ
るため、卒業後の就職先に機密が
漏れる懸念があるという指摘があ
る。しかし、それは、学生も含め
たNDAを結べば解決する問題と
思える。
　以上の議論から、日本の大学の
応用研究部門における産学連携
の進め方の課題はファンディン
グの問題以外に、少なくとも２つ
の視点から検討させればならない
ことが分かる。１つは、大学の
TLOなどが担当する発明の特許
化技術に関する課題であり、もう
１つが発明そのものを生み出す研
究開発の進め方に関する課題であ
る。以下これらについてそれぞれ
論考する。
５‐２
日本の大学のTLOと
MITの ILPの現状
　先ずはじめに上げた産学連
携にまつわる特許などの機密保
護の業務は、我が国の大学では
TLO18）（Technology Licensing 
Organization ／技術移転機関）が
受け皿になることになっている。
TLOの主なミッションは大学の
研究成果を特許化し企業に技術移
転すると共に、得られた対価を大
学の更なる研究資金に充てる事を
目標としており、大学の研究者の
研究成果を発掘・評価し、特許化
及び企業への技術移転を行う法人
で、いわば大学の「特許部」の役
割を果たす機関である。時期的に
は、今からおよそ６年前の 1998
年８月に施行された「大学等技術
移転法（TLO法）」に基づいて発
足し、現時点で全国で 36カ所が
認可設立されている。
　これに対し、アメリカの産学連
携の歴史は古く、例えばMIT19）
で は TLO だ け で な く、ILP20） 
（Industrial Liaison Program） と
呼ばれる組織が 1948 年に発足
している。知財保護業務を扱う
TLOに対し、ILP は、技術的な
懸案事項を扱う機関であり、50
年以上の蓄積があって Innovation 
Value Chain の一環をなしている。
Innovation Value Chain とは、技
術イノベーションから資金回収に
至る価値創出の連鎖、つまり、基
礎研究‐応用研究‐製品化‐ビジ
ネス‐研究投資のサイクルの生産
的な連鎖である。昨年の例では、
645 社がMITに出資し、うち 21
社が 100 万ドル以上、139 社が 10
万ドルから 100万ドルの間の出資
を行っている。また、MITの卒業
生は、1997 年までに 4,000 社を越
える会社を創立し 110万人の雇用
を創出しておよそ２兆５千億円の
売り上げを達成している 20）。そし
て、MITなどを含む北米全体の
産学連携による 2002 年度の特許
収入は、約 1,453 億円に達する 21）。
　一方、日本のTLOの特許収入
は増加傾向にあるものの発足か
ら 2003 年度までで、通算約 14 億
円 22）である。もちろん、TLOの
本格始動が比較的最近であること
を考慮すべきであるが、その経営
は特許収入という観点から見て多
くの課題を将来に残している。そ
こで特許の収入を基礎研究から求
めようとする考え方がある。しか
し、実際のところ基礎研究が製品
にまで育つケースは極めてまれで
ある。また仮に基礎研究が実用化
されても研究開発は通常 20～ 30
年の年月を要し、基本特許を書い
ても製品が市場に出るころには期
限が切れている場合が多い。
　したがって、大学から出願され
る特許は、基本発明だけでなく実
用化の工程において持続的かつ網
羅的に周辺特許を出願し特許網を
構築して行かねばならない。この
ような進め方は、特許収入で実績
を踏まえた経験のある企業との産
学連携による協力体制がなければ
現実とはなり難い。また、特許の
権利維持のためには相当の費用が
かかる。そのため、既に出願済み
の特許の権利を維持するかどうか
のスクリーニングの工程をさらに
厳しくして行かねばならない。こ
れらは、発明の権利化の効率を
高めるための特許技術の問題であ
る。次にもっと肝心な発明自体を
生み出すもととなる研究開発その
ものの進め方について、前節で強
調した日本の産学連携の問題点を
受けて次のような前向きの解決策
の１つを提案する。
５‐３
日本の産学連携を
より有効に進めるには
　その解決策は、先ず第一に、前
述のように日本の大学の少なく
とも生産技術部門に属する研究者
が、従来以上に深く企業の開発現
場に足を踏み入れて、先端の技術
課題を企業の技術者と共有して行
くことである。そこで必ず浮上す
る知財の管理と保護の問題は、大
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学や公的研究機関で設置されてい
る前述のTLOを有効活用するこ
とである。しかし、現状のTLO
は大学サイドの権利を守ることを
主な使命としている。これではさ
らに有効な進展は望めない。
　従って、解決策の第二は、TLO
の使命として大学の利益を保護す
るだけでなく、企業サイドの権利
を守る手立ても考慮し、大学と企
業が相互に対等な法的契約関係を
構築して行くことである。でなけ
れば、企業サイドは現状より以上、
大学に接近することはなく、さら
に進んだ生産的な産学連携は成立
しない。そして第三に、企業サイ
ドも、現場の技術課題を宝の持ち
腐れとせず、企業の知財管理部と
大学のTLOの監視のもとで大学
に積極的に技術課題を開示し、大
学の研究者の優秀な頭脳を活用す
ることである。
　これら３つの手だてが解決策の
セットとして推進されれば、双方
がその技術情報を互いに開示して
もその権利が保証されることにな
り、安心して技術交流ができるよ
うになる。つまり、学会や研究会
でのレベル以上に踏み込んだ議論
を双方の研究者、技術者が行える
ようになり、双方の科学的な知識
や技術がより活性化され新たな進
歩が生まれるチャンスが増えるは
ずである。
　そして、もっとも高度な判断を
必要とする事業的な成功の見通し
については、双方の経営者レベル
の責任者が会議をもって総合的に
判断する。すなわち、重要なテー
マ毎に大学と企業が対等な法的契
約関係をベースとするギブアンド
テークのルールにまず合意する。
そしてそのルールの元に双方の先
端技術や製品開発の経験者が集ま
ってプロジェクト体制を敷き、実
用化目標の達成に向けた工程を
果敢に実行して行くことが開発研
究における世界に通用する本格的
な産学連携の姿となるのではない
か。このような進め方は、実は、
企業同士の産々連携で現実に頻繁
に行われ、多くの実績が上げられ
ていることである。
５‐４
国際的な Innovation
Value Chainへの参加
　最後に欧米における産学連
携の研究資金面について言及す
る。すなわち、本報告の半導体
微細加工技術の分野では、アメリ
カ で は、ISTM９）（International 
SEMATEC）というコンソー
シアムが重要な役割を果たして
いる。ISMT は MIT をはじめ、
Rochester 大、New Mexico 大 な
ど多くの米国の大学に日本とはケ
タ違いに大きい研究資金を投入し
ている。また、2002 年の春から
2003 年の末までの研究成果が本
年 2004 年の１月末に ISMT主催
の会議で報告されているなど活発
な成果発表とその評価が定期的に
なされている。一方、欧州では、
ベルギーのルーヴェン市に前述の
IMEC11）という機構が整備されて
おり、半導体産業の産学連携の拠
点の１つとなっている。
　日本においても、これらの動向
に注意しながらより生産的で健全
な産学連携を推進すべきである。
すなわち、前節で述べたような欧
米では当然の事として行われてい
る法的な契約関係、すなわち、一
方が他方を支配するのではなく、
ギブアンドテークの対等の立場を
とることを基本にした契約的な運
営方法を国内の企業と大学の間で
実績として積むことである。これ
が地についてくれば、今度は、海
外の大学、あるいは、海外の企業
との間でのギブアンドテークを基
本とする技術協力に発展し、日本
の大学も各国の技術力がからみ
あう国際規模の Innovation Value 
Chain の一環を担うところまで成
長できるのではないか。例えば、
端的に言ってインテル社が研究
資金を投入する気になるような
魅力的な技術ポテンシャルを日
本の大学の生産技術的な分野を
担う部門で育まれることも視野
に入ってくる。
　そして、具体的には、本報告
で取り上げた光リソグラフィの分
野において次世代の技術イノベー
ションを生むと期待される前述の
EUVAという場やF2 リソグラフ
ィ技術の開発に関係している企業
と大学や公的研究機関が、以上の
課題をどのようにクリアするかが
今後の注目点となる。
　以上、本報告の前半の第２、３
章において最近の半導体デバイス
製品、および、半導体微細加工装
置の技術動向と世界シェアによる
日本の国際競争力を本報告の背景
としてレビューした。そして、後
半の第４、５章では、前半で述べ
た技術動向から日本の産々連携と
アメリカの産学連携の進め方につ
いての分析を試みて、本報告の問
題意識を浮き彫りにした。そして、
最後に、開発研究における日本の
産学連携の進め方について、従来
よりも一歩踏み込んだ提言を行っ
た。すなわち、
① 最近のリソグラフィ・ソリュ
ーションの新たなブレークス
ルーとなった液浸技術を例に見
ると、アメリカではビジネスと
してのリソグラフィ装置産業の
6．結　言
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国際競争力がなくなっているに
もかかわらず、ブレークスルー
のきっかけが、アメリカの大学
（MIT）で生じている。それが
可能であった理由は、アメリカ
の大学が、国内だけでなく世界
中の企業の開発現場がつくって
いる技術潮流の中に最先端の技
術課題を見つけ出し、かつその
課題にタイミング良く敏感に反
応しているからである。
② すなわち、世界中の企業の開
発現場は、マーケットニーズと
科学的な知識シーズの接点であ
り、発明や発見を生み出すもと
となる最先端の技術課題を内包
しながら技術の潮流を作ってい
る。したがって応用研究に携わ
る日本の大学の研究者は、そこ
へ従来以上に深く足を踏み入れ
て、先端の技術課題を企業と共
有して行くべきである。
　 　そこで必ず知財の管理と保護
の問題が浮上するが、現在大学
や公的研究機関で設置されてい
るTLOが、これまでのように、
大学サイドの権利を守るためだ
けでなく、企業サイドの権利を
守る手立ても考慮した相互に対
等な法的契約関係を構築して行
く必要がある。でなければ、企
業サイドは現状より以上に大学
に接近することはなく、技術情
報を開示することもない。これ
では真に生産的な産学連携は進
まない。さらに企業サイドは、
現場の技術課題を宝の持ち腐
れとせず、企業の知財管理部と
TLOの監視のもとで大学に積極
的に開示し、大学の研究者の優
秀な頭脳を活用すべきである。
　 　そして、現状のTLOがかか
えている発明の権利化の効率を
高めるための特許技術も考慮さ
れなければならない。すなわち、
産学連携に携わる大学の研究者
は、ヒットすれば大きいがその
確率は極めて低い基本特許を狙
うだけでなく、実用化の推進過
程で生み出される周辺特許も企
業の研究者と協力して持続的か
つ網羅的に出願し、特許網を構
築して行かねばならない。また、
特許の権利維持には費用がかか
るため、既出願特許のスクリー
ニングの工程を企業の特許業務
経験者と協力してさらに厳密に
して行かねばならない。
③ 以上のような特許技術を含む
対等な法的契約関係をベースと
する企業と大学のギブアンドテ
ークのルールの合意の元に、双
方の先端技術開発や製品開発の
経験者が集まってテーマ毎にプ
ロジェクト体制を敷き、実用化
と特許取得目標の達成に向けた
工程を果敢に実行して行くこと
が、開発研究において国際的に
通用する本格的な産学連携の姿
である。このような進め方は、
実は、企業同士の産々連携で現
実に頻繁に行われ、多くの実績
が積まれている。
　今後、日本の大学が参加してい
る次々世代のリソグラフィ・コン
ソーシアムであるEUVAや、F2
リソグラフィ技術の進展が以上の
提言からの注目点となり、TLO
を含めて上手く機能するかどう
かが試される。そして、国際的に
通用するギブアンドテークの対等
な契約に基づく産学連携の地道な
実績を積んで行けば、国内だけで
なく、国際的な Innovation Value 
Chain の一環を日本の大学も担う
ようになれるはずである。
　最後に本論文の対象について再
確認する。すなわち、本論文は、
タイトルの副題に付けたように大
学の応用研究部門に属する研究者
が、企業の研究開発に携わる研究
者と共同で推進する開発研究につ
いての産学連携の問題を対象とし
ている。そして、これを従来以上
に実効的なものにして行くための
方策について検討したものである。
　産学連携の問題は、歴史的には、
産と学の接触が頻繁になった産業
革命以後に生じた。これに対し、
人間の知的活動は、当然の事なが
ら、産業革命よりもずっと以前か
らなされている。すなわち、この
不可思議な自然や社会という研究
対象から、産業や政府を介さず、
じかに刺激を受けて知的好奇心を
抱き、そこを出発点として自発的
に知の創造と体系化を進める能力
のある自律的な人々が古くから存
在した。このような人々とその教
えを求める人々が集まってできた
のが大学の始まりであるという説
がある。この説は、知識の伝承、
すなわち教育という問題と合わせ
て大学の本来の使命は何かという
根本的な問題に繋がり、大学の存
在の本質を問う問題である。従っ
てこの問題は、産学連携という今
日的な捉え方のみでかたづけるべ
き軽い問題ではない。大学の誕生、
すなわち、産業革命やルネサンス
はもとより、ギリシャ、そして、
エジプト、メソポタミア、インダ
ス、中国の４大文明の発祥、さら
には、人類の始まりにまで遡った
事実に基づく深遠で真摯な議論に
よって論じられるべき極めて重い
問題である。
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